
 I . 緒　言

食は人間にとって生きていくために無くてはならない

ものであり, 心身の健康を守るには, 健全な食生活が極
めて重要である。文部科学省の「食に関する指導の手引

き」1） では, 特に児童の健全な食生活は, 健康な心身を育
むために欠かせないもので, 将来の食習慣の形成に大き
な影響を及ぼす旨を示している。また, 子どもの頃に身
に付けた食習慣を大人になって改めることは, 容易では
ない1）。成長期の子どもへの食育は, 生涯にわたって健
やかに生きるための基礎を培うことを目的としている1）。

児童の健全な食生活の構築に影響を与える要因の 1 つ
に, 「誰かと一緒に食事をすること」を指す共食が挙げ
られている2）。

先行研究 3, 4） では, 児童が大人と共食することと, 児童
の食生活及び食態度, 食行動や健康状態が良好になるこ
とが関連していると示唆されている。農林水産省の

第 3 次食育推進基本計画では, 家族の共食頻度の目標値
を, 「週に11回以上」としている5）。経年変化をみると, 共
食頻度は, 2015年度の週 9.7 回から, 2019年度は週10.0 回
と目標値には近づいているが, 未だ達していない6）。共

食頻度を増やすことが困難な理由としては家族内の仕

事, 学校, 習い事が忙しいことが挙げられている7）。

一方で, 2019年の食育に関する意識調査 8） では, 食育
に関心がある者が 7 割を占めていた。その理由として,  
「食生活の乱れが問題になっているから」, 「生活習慣病
の増加が問題になっているから」, 「子どもの心身の健全
な発育のために必要だから」を挙げた者の割合が多かっ
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た8）。上記の共食と食態度の状況から, 意識はしていて
も, 実際に行動することが困難である者が多くいると考
える。

そのような中, 2020年 3 月, 新型コロナウイルス感染
症（以下, COVID-19とする）の感染拡大の影響により, 政
府の要請を受けて, 全国のほとんどの学校は臨時休校と
なった9, 10）。さらに, 4 月以降は, 緊急事態宣言発令に
よって, 対象となった都道府県では多くの人々が外出自
粛を余儀なくされた11）。このことから, 自宅で過ごす時
間が増えたことで, 家庭での共食の機会も増えたのでは
ないかと考えた。

レシピ検索サイトを運営するクックパッドでは, 臨時
休校の影響による家庭での食事の実態を明らかにするた

めに, 臨時休校となった小・中・高校に通う子どもを持
つ親 448 名を対象に, 2020年 3 月にインターネット調査
を実施した12）。その結果, 「昼ごはん」の検索頻度が前
年同週と比べておよそ 3 倍に増加していた。組み合わせ
て検索されるキーワードでは「時短」が多く, 「小学生」
といった組み合わせ検索キーワードも増加していること

が報告されている12）。この結果から, 子ども向けの昼食
レシピに対するニーズが高く, 調理担当者がなるべく早
く, 簡単に料理が作れるレシピを求めていた可能性があ
る。また, 20代～60代以上の1,035名を対象とした別の調
査13） では, COVID-19 流行により「自宅での料理をする
機会が増えた」, 「食材などの買い物に行く頻度が減って
きている」と回答した者がそれぞれ半数程度みられた。

このように, 緊急事態宣言期間中, 在宅時間の増加な
どから, 多くの人の食生活や食態度に変化がみられた
が, 緊急事態宣言期間中の児童がいる世帯での共食状況
と食行動・食態度との関連をみた報告はない。そこで本

研究では, 児童がいる世帯の緊急事態宣言期間中の共食
頻度の変化と, 緊急事態宣言解除後の共食頻度に着目
し, 食行動・食態度等との関連を検討することを目的と
した。

 II . 方　法

 1 . 調査対象者および調査方法
2020年 7 月 1 日から 3 日に調査実績のある民間の調査

会社に委託し, インターネット調査を無記名で実施し
た。

調査対象者は, COVID-19 感染拡大により2020年 4 月
に特定警戒都道府県に指定された, 13の都道府県に在住
する20～69歳男女で, 調査時の食料品の購入頻度もしく
は料理を作る頻度が週 2 日以上の 4,203 名である。特定
警戒都道府県は, 北海道, 茨城県, 埼玉県, 千葉県, 東京
都, 神奈川県, 石川県, 岐阜県, 愛知県, 京都府, 大阪
府, 兵庫県および福岡県を指す。調査対象者の選定理由
は, 食料品の購入や料理にある程度関わりがあるものを
調査対象としたいと考えたためである。調査対象者は都

道府県別の生産年齢人口の構成割合で, 性・年齢（20-29
歳, 30-39歳, 40-49歳, 50-59歳, 60-69歳）別に層化し, 目

標数に達した時点で調査を終了した。本調査が行われた

時期は, 政府による緊急事態宣言が解除された約 1 ヵ月
後であり, 単日の COVID-19 感染者が, 緊急事態宣言発
令前より減少している時期であった。

 2 . 調査内容
調査項目は, 共食頻度, 食行動, 食態度, 基本属性, 社

会経済的状況とし, 調査項目の多くを, COVID-19 の影
響を受ける前（2020年 2 月より前）, 緊急事態宣言期間
中（2020年 4 月から 5 月）, 調査時（2020年 7 月）の 3 時
期で尋ねた。本研究は COVID-19 の影響を受ける前を
「 2 月より前」, 緊急事態宣言期間中を「期間中」, 調査時
期の 7 月初旬を「調査時」とし, 3 時期で示した。

1 ）共食頻度
①調査時の共食頻度

調査時の共食頻度は,「現在, 小学生のお子さんが, 大
人の誰かと一緒に「食事」をする機会がどのくらいあ

りますか。」と質問し, 「毎日 2 回以上」,「毎日 1 回程度」,
「週半分くらい」,「ほとんどない」の 4 肢で回答を得た。
② 2 月より前から期間中にかけての共食頻度の変化

2 月より前から期間中にかけての共食頻度の変化は,  
「緊急事態宣言期間中, 小学生のお子さんが大人と一緒
に「食事」をする機会は, それ以前に比べて変化した
か。」と質問し, 「増えた」, 「減った」,「変化なし」の  
3 肢で回答を得た。

2 ）食行動
①食事づくりにかける時間や手間の変化

2 月より前から調査時にかけての変化を, 「増えた」,  
「減った」, 「変化なし」の 3 肢で回答を得た。
② 1 食あたりに作る料理の品数の変化

2 月より前から調査時にかけての変化を, 「増えた」,  
「減った」, 「変化なし」の 3 肢で回答を得た。
③期間中の料理をつくる頻度（以下, 調理頻度とする）
とその変化

期間中および 2 月より前から期間中にかけての変化
の 2 つの期間について尋ねた。
期間中では「ほぼ毎日」, 「週 4 - 5 回」, 「週 2 - 3 回」, 

「週 1 回」, 「週 1 回未満」の 5 肢で回答を得た。
2 月より前から期間中にかけての変化では, 「増え

た」, 「減った」, 「変化なし」の 3 肢で回答を得た。

3 ）食態度
「私は健康的な食生活への関心や意識が人より高い方

だ」, 「食生活に関する情報に興味がある」, 「健康的な食
生活を送ることよりも仕事や収入が大切だ」, などの計
15項目を, 調査時および 2 月より前から調査時にかけて
の変化の 2 つの期間について尋ねた。
調査時では「そう思う」,「ややそう思う」,「あまりそ
う思わない」,「そう思わない」で回答を得た。そして,「そ
う思う」,「ややそう思う」を「そう思う」, 「あまりそう
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思わない」,「そう思わない」を「そう思わない」とし, 2 肢
で解析に用いた。

2 月より前から調査時にかけての変化では「前よりそ
う思うようになった」, 「前よりそう思わなくなった」,「変
化なし」の 3 肢で解析に用いた。

4 ）基本属性
①性別

「男」,「女」で回答を得た。
②年齢

回答者自身の年齢を記入してもらい, 「20-29歳」を
「20代 」, 「30-39歳 」 を「30代 」, 「40-49歳 」 を「40
代」, 「50-59歳」を「50代」とし, 解析に用いた。
③同居人数

回答者を含めた現在の同居している人数について回

答を得た。

④児童の性別

「男子のみ」, 「女子のみ」, 「どちらもいる」の 3 肢で
回答を得た。

5 ）社会経済的状況
①就業形態

「正社員」, 「派遣・契約社員」, 「パート・アルバイト」,  
「自営業」, 「学生」, 「専業主婦・主夫」, 「無職」, 「その
他」で回答を得た。

②仕事の状況と業種

就業形態が「正社員」, 「派遣・契約社員」, 「パート・
アルバイト」, 「自営業」と回答した者に, さらに期間
中と調査時の仕事の状況と業種を尋ねた。

期間中は「完全にテレワーク」, 「毎日ではないがテ
レワークの日が多かった」, 「テレワークの日もあった
が出勤する日の方が多かった」, 「変わらず出勤してい
た」, 「休職していた」, 「就業していなかった」, 「答え
たくない」で回答を得た。そして「完全にテレワー

ク」, 「毎日ではないがテレワークの日が多かった」,  
「テレワークの日もあったが出勤する日の方が多かっ

た」を「テレワークあり」, 「休職していた」, 「就業し
ていなかった」, 「答えたくない」を「その他」とし, 「変
わらず出勤していた」を含めた 3 肢で解析に用いた。
調査時では, 「完全にテレワーク」, 「毎日ではないが

テレワークの日が多い」, 「テレワークの日もあるが出
勤する日の方が多い」, 「変わらず出勤している」, 「休
職している」, 「答えたくない」で回答を得た。そして
「完全にテレワーク」,「毎日ではないがテレワークの
日が多い」,「テレワークの日もあるが出勤する日の方
が多い」を「テレワークあり」, 「休職している」,「答
えたくない」を「その他」とし, 「変わらず出勤して
いる」を含めた 3 肢で解析に用いた。
業種は, 16業種およびその他の17分類で把握した。

 3 . 倫理的配慮
本研究は, 女子栄養大学研究倫理審査委員会の審査・
承認を得て実施した（2020年 6 月24日）。

 4 . 解析方法
1 ）解析対象者
本研究では, 調査対象者 4,203 名のうち, 2,389 名から

回答が得られた（回答率56.8％）。そのうち, 回答に不備
がみられた者64名, 緊急事態宣言期間中, 特定警戒都道
府県に在住していなかった32名を除外した, 2,299名を有
効回答者（有効回答率 54.7％）とした。さらに, 児童と
一緒に住んでいない 2,096 名を除いた。また, 調査時の
共食頻度が毎日 2 回以上で, 緊急事態宣言期間中の共食
頻度に減少がみられた 6 名は, 人数が少ないため, 解析
から除外した。計197名 （男性82名, 女性115名） を解析対
象者とした。

2 ）統計解析
群分けには, 2 月より前から期間中にかけての変化,  
および調査時の共食頻度を問う項目を用いた。期間中に

共食頻度が増加し, 調査時は毎日 2 回以上共食している
者を＜増加／ 1 日 2 回以上群＞, 期間中の共食頻度は変
わらず, 調査時も毎日 2 回以上共食している者を＜変化
なし／ 1 日 2 回以上群＞, 共食頻度の変化を問わず, 調
査時の共食頻度が毎日 1 回以下の者を＜ 1 日 1 回以下群
＞とし, 3 群間の比較を行った。
解析には, IBM SPSS Statistics 26 を使用した。群間差
の検定にはχ2検定, Fisher の正確確率検定を用い, 有意
差がみられた項目では残差分析を行った。有意水準

は 5 ％（両側検定）とした。

III. 結　果

 1 . 群分け結果
2 月より前から期間中にかけての共食頻度の変化は,  

「増えた」 88名（44.7％）, 「減った」 2 名（1.0％）, 「変化
なし」 107名（54.3％）であった。調査時の共食頻度は, 「毎
日 2 回以上」が153名（77.7％）, 「毎日 1 回程度」 30名
（15.2％）, 「週半分くらい」 10名（5.1％）, 「ほとんどな
い」 4 名（2.0％）であった。これらの結果をもとに共食
頻度を 3 群に分類したところ, ＜増加／ 1 日 2 回以上群
＞72名（36.5％）, ＜変化なし／ 1 日 2 回以上群＞ 81名
（41.1％）, ＜ 1 日 1 回以下群＞ 44名（22.3％）であった。

 2 . 基本属性（表 1 ）
対象者は全体で男性82名（41.6％）, 女性115名（58.4％）
であり, 年代は40代が98名（49.7％）と約半数を占めて
いた。性別に有意差がみられ（ p=0.027）, ＜ 1 日 1 回以
下群＞では男性が多かった。同居している児童の性別

は, 男子のみが75名（38.1％）, 女子のみが66名（33.5％）,  
どちらもいるが56名（28.4％）であった。

105



表 1　基本属性 （調査時）

小項目 カテゴリー

共食頻度

p全体
（n=197）

増加／1日2回以上群
（n=72）

変化なし／1日2回以上群
（n=81）

1日1回以下群
（n=44）

n（%） n（%） n（%） n（%）
性別1） 男性 82（41.6） 28（38.9） 28（34.6） 26（59.1）⁑ 0.027

女性 115（58.4） 44（61.1） 53（65.4） 18（40.9） *
年代2） 20代 5（2.5） 3（4.2） 2（2.5） 0（0.0） 0.274

30代 78（39.6） 28（38.9） 38（46.9） 12（27.3）
40代 98（49.7） 34（47.2） 36（44.4） 28（63.6）
50代 16（8.1） 7（9.7） 5（6.2） 4（9.1）

同居人数2） 2人 4（2.0） 0（0.0） 2（2.5） 2（4.5） 0.589
3人 49（24.9） 17（23.6） 22（27.2） 10（22.7）
4人 89（45.2） 37（51.4） 34（42.0） 18（40.9）
5人以上 55（27.9） 18（25.0） 23（28.4） 14（31.8）

児童の性別1） 男子のみ 75（38.1） 28（38.9） 31（38.3） 16（36.4） 0.463
女子のみ 66（33.5） 27（37.5） 25（30.9） 14（31.8）
どちらもいる 56（28.4） 17（23.6） 25（30.9） 14（31.8）

1）χ2検定　2）Fisherの正確確率検定
⁑＝調整済みの標準残差が1.96以上のセル
＊＝調整済みの標準残差が－1.96以下のセル
調査時とは, 2020年 7 月 1 ～ 3 日のこと。

表 2　社会経済的状況 （調査時の就業形態, 2月より前と調査時の経済的な暮らしの向き）

小項目 カテゴリー

共食頻度

p全体
（n=197）

増加／1日2回以上群
（n=72）

変化なし／1日2回以上群
（n=81）

1日1回以下群
（n=44）

n（%） n（%） n（%） n（%）
調査時の就業形態2） 正社員 84（42.6） 31（43.1） 30（37.0） 23（52.3） 0.232

派遣・契約社員 1（0.5） 0（0.0） 0（0.0） 1（2.3）
パート・アルバイト 40（20.3） 15（20.8） 14（17.3） 11（25.0）
自営業 11（5.6） 4（5.6） 5（6.2） 2（4.5）
学生 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0）
専業主婦・主夫 60（30.5） 22（30.6） 31（38.3） 7（15.9）
無職 1（0.5） 0（0.0） 1（1.2） 0（0.0）

2月より前の経済的な暮らし向き1） ゆとりがあった 34（17.3） 15（20.8） 13（16.0） 6（13.6） 0.404
どちらともいえない 84（42.6） 31（43.1） 32（39.5） 21（47.7）
ゆとりはなかった 79（40.1） 26（36.1） 36（44.4） 17（38.6）

調査時の経済的な暮らし向き1） ゆとりがある 34（17.3） 13（18.1） 14（17.3） 7（15.9） 0.579
どちらともいえない 70（35.5） 27（37.5） 28（34.6） 15（34.1）
ゆとりはない 93（47.2） 32（44.4） 39（48.1） 22（50.0）

1）χ2
検定　2）Fisherの正確確率検定

2 月より前とは,  2020年 2 月より前のこと。 それ以外は, 調査時 （2020年 7 月 1 ～ 3 日） の状況。

表 3　社会経済的状況 （就業者における期間中と調査時の仕事の状況, 調査時の業種）

小項目 カテゴリー

共食頻度

p全体
（n=136）

増加／1日2回以上群
（n=50）

変化なし／1日2回以上群
（n=49）

1日1回以下群
（n=37）

n（%） n（%） n（%） n（%）
期間中の仕事の状況 テレワークあり 53（39.0） 24（48.0） 16（32.7） 13（35.1） 0.014

変わらず出勤していた 67（49.3） 16（32.0） * 31（63.3） ⁑ 20（54.1）
その他 16（11.8） 10（20.0）⁑ 2（4.1） * 4（10.8）

調査時の仕事の状況 テレワークあり 38（27.9） 17（34.0） 12（24.5） 9（24.3） 0.117
変わらず出勤している 92（67.6） 31（62.0） 37（75.5） 24（64.9）
その他 6（4.4） 2（4.0） 0（0.0） 4（10.8）

調査時の業種 農林漁業 2（1.0） 2（2.8） 0（0.0） 0（0.0） 0.251
建築業 2（1.0） 1（1.4） 1（1.2） 0（0.0）
製造業 28（14.2） 10（13.9） 9（11.1） 9（20.5）
電気・ガス・熱供給・水道業 1（0.5） 0（0.0） 1（1.2） 0（0.0）
情報通信業 8（4.1） 4（5.6） 2（2.5） 2（4.5）
運輸業・郵便業 6（3.0） 3（4.2） 2（2.5） 1（2.3）
卸売業・小卸業 8（4.1） 1（1.4） 4（4.9） 3（6.8）
金融業・保険業・不動産業 8（4.1） 4（5.6） 3（3.7） 1（2.3）
宿泊業 3（1.5） 1（1.4） 1（1.2） 1（2.3）
飲食サービス業 7（3.6） 4（5.6） 3（3.7） 0（0.0）
生活関連サービス業 12（6.1） 3（4.2） 7（8.6） 2（4.5）
娯楽業 3（1.5） 1（1.4） 0（0.0） 2（4.5）
学術研究、専門・技術サービス業 5（2.5） 2（2.8） 1（1.2） 2（4.5）
教育・学習支援業 5（2.5） 5（6.9） 0（0.0） 0（0.0）
医療・福祉 19（9.6） 2（2.8） 10（12.3） 7（15.9）
公務 8（4.1） 3（4.2） 3（3.7） 2（4.5）
その他 11（5.6） 4（5.6） 2（2.5） 5（11.4）

就業形態で「正社員」, 「派遣・契約社員」, 「パート・アルバイト」, 「自営業」と回答した者に尋ねた。
全て Fisher の正確確率検定
⁑＝調整済みの標準残差が1.96以上のセル
＊＝調整済みの標準残差が－1.96以下のセル
期間中とは, 緊急事態宣言期間中 （2020年 4 月から 5 月） のこと。それ以外は, 調査時 （2020年 7 月 1 ～ 3 日） の状況。
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 3 . 社会経済的状況（表 2 , 3 ）
就業形態, 経済的な暮らし向きには有意な差はみられ
なかった。就業形態では, 正社員が84名（42.6％）, 派遣・
契約社員が 1 名（0.5％）, パート・アルバイトが40名
（20.3％）, 自営業が11名（5.6％）, 専業主婦・主夫が60名
（30.5％）, 学生が 0 名（0.0％）, 無職が 1 名（0.5％）であっ
た。

就業者において仕事の状況を把握したところ, 期間中
には有意差がみられ（ p=0.014）, ＜増加／ 1 日 2 回以上
群＞で「変わらず出勤していた」と回答した者が16名
（32.0%）と少なかった。一方, 調査時の仕事の状況およ
び業種には, 有意な差はみられなかった。

  4. 食行動（表 4 ）
食行動では, 2 月より前から調査時にかけて, 食事づ
くりにかける時間や手間の変化（ p=0.001）, 1 食あたり
に作る料理の品数の変化（ p=0.006）に有意差がみら
れ, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞で「増えた」と回答した
者が多かった。さらに 2 月より前から期間中にかけての
食料品の購入頻度と調理頻度の変化についてもそれぞれ

有意な差がみられ（ p=0.002, p=0.009）, ＜増加／ 1 日 2 回
以上群＞で食料品の購入頻度が「減った」, 調理頻度が
「増えた」と回答した者が多かった。

 5 . 調査時の食態度（表 5 ）
対象者の調査時の食態度について, 表 5 のとおり15項

目で把握した結果, 「健康的な食生活を送ることよりも

仕事や収入が大切だ」（ p=0.041）, 「食生活よりも遊びや
趣味が大切だ」（ p=0.019）, 「家族や友人と一緒に食事を
することは重要だ」（ p=0.044）の 3 項目で有意な差がみ
られた。「家族や友人と一緒に食事をすることは重要だ」

について「そう思う」と回答した者は＜増加／ 1 日 2 回
以上群＞において多く, 「健康的な食生活を送ることよ
りも仕事や収入が大切だ」と「食生活よりも遊びや趣味

が大切だ」の質問に対しては, 「そう思わない」と回答
した者が多かった。

 6 . 2 月より前から調査時にかけての食態度の変化（表 6 ）
調査時の食態度と同じ内容で, 2 月より前から調査時
にかけての食生活に関する質問をしたところ, 「食生活
に関する情報に興味がある」（ p=0.020）, 「栄養バランス
が偏らないように気を付けている」（ p=0.013）, 「家族や
友人と一緒に食事をすることは重要だ」（ p=0.016）など
の 8 項目で有意な差がみられた。＜増加／ 1 日 2 回以上
群＞において「前よりそう思う」と回答した者は「食生

活に関する情報に興味がある」など 7 項目で多く, 「食
生活で病気を予防するより, 病気になったら治療したり,  
考えたりすればよいと思う」は「前よりそう思わなくなっ

た」が多かった。

 IV. 考　察

本研究では,  COVID-19 流行下において児童がいる世
帯での共食頻度の変化とその後の共食頻度に着目し, 食
行動・食態度等との関連を検討することを目的とした。

表 4　食行動 （ 2 月より前から調査時／期間中／ 2 月より前から期間中）

小項目 カテゴリー

共食頻度

全体
（n=197）

増加／1日2回以上群
（n=72）

変化なし／1日2回以上群
（n=81）

1日1回以下群
（n=44） p

n（%） n（%） n（%） n（%）

2
月
よ
り
前

か
ら
調
査
時

食事づくりにかける時間や手間の変化2） 増えた 52（26.4） 31（43.1）⁑ 14（17.3） * 7（15.9） 0.001
減った 12（6.1） 3（4.2） 4（4.9） 5（11.4）
変化なし 133（67.5） 38（52.8） * 63（77.8）⁑ 32（72.7）

1 食あたりに作る料理の品数の変化1） 増えた 24（12.2） 17（23.6）⁑ 5（6.2） * 2（4.5） 0.006
減った 17（8.6） 5（6.9） 6（7.4） 6（13.6）
変化なし 156（79.2） 50（69.4） * 70（86.4）⁑ 36（81.8）

期
間
中

自分が家族のために
食料品 （惣菜・弁当を含む） を購入する
頻度
※宅配や通信販売の購入を含む1）

ほぼ毎日 15（7.6） 3（4.2） 9（11.1） 3（6.8） 0.448
週4-5回 20（10.2） 8（11.1） 6（7.4） 6（13.6）
週2-3回 70（35.5） 31（43.1） 23（28.4） 16（36.4）
週1回 47（23.9） 14（19.4） 23（28.4） 10（22.7）
週1回未満 45（22.8） 16（22.2） 20（24.7） 9（20.5）

自分や家族のために料理をつくる頻度1） ほぼ毎日 110（55.8） 46（63.9） 46（56.8） 18（40.9）* 0.006
週4-5回 17（8.6） 8（11.1） 6（7.4） 3（6.8）
週2-3回 27（13.7） 13（18.1） 7（8.6） 7（15.9）
週1回 17（8.6） 1（1.4） * 10（12.3） 6（13.6）
週1回未満 26（13.2） 4（5.6） * 12（14.8） 10（22.7）⁑

2
月
よ
り
前
か
ら

期
間
中

食料品の購入頻度の変化1） 増えた 49（24.9） 22（30.6） 20（24.7） 7（15.9） 0.002
減った 47（23.9） 26（36.1）⁑ 14（17.3） * 7（15.9）
変化なし 101（51.3） 24（33.3） * 47（58.0） 30（68.2）⁑

料理をつくる頻度の変化2） 増えた 84（42.6） 42（58.3）⁑ 27（33.3） * 15（34.1） 0.009
減った 6（3.0） 2（2.8） 2（2.5） 2（4.5）
変化なし 107（54.3） 28（38.9） * 52（64.2）⁑ 27（61.4）

1）χ2検定　2）Fisherの正確確率検定
⁑＝調整済みの標準残差が1.96以上のセル
＊＝調整済みの標準残差が－1.96以下のセル
2 月より前とは, 2020年 2 月より前のこと。
期間中とは, 緊急事態宣言期間中 （2020年 4 月から 5 月） のこと。
調査時とは, 2020年 7 月 1 日～3 日のこと。
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その結果, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞では, 食行動・食態
度においても良い変化がみられ, 期間中に変わらず出勤
していた者が少なかった。

 1 . 共食頻度と食行動との関連
＜増加／ 1 日 2 回以上群＞で, 期間中の調理頻度が,  

「週 1 回未満」と回答した者が少なく, 2 月より前から期
間中にかけて調理頻度が「増えた」と回答した者が多かっ

た。このことから, 緒言でも述べた民間企業による調査
結果13） と同様に, 期間中に調理頻度が増えた者が多いこ
とが本研究でも明らかとなった。先行研究 14） では, 調理
頻度と食態度は関連があることが示唆されているが, 調
理頻度と共食頻度が直接関連すると報告した先行研究は

著者らが調べた限り見当たらない。しかし, 食態度は共
食頻度とも関連があると示唆されている4） ため, 調理頻
度と共食頻度には間接的な関連があると考える。

 2 月より前から期間中にかけての食料品の購入頻度
は, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞で「減った」と回答した者
が多かった。仕事の状況で, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞で
は期間中に変わらず出勤していた者が少なかったことか

ら, 外出頻度の減少により, 購入頻度が減少した可能性
がある。あるいは, COVID-19 感染拡大による外出自粛

が呼びかけられていたため, 計画的に食料品を購入して
いた者が多かった可能性もある。なお, 本研究では 2 月
より前の食料品の購入頻度は把握しておらず, 減少の程
度は明らかにできない。

なお, ＜ 1 日 1 回以下群＞は男性が多く, 期間中の調
理頻度がほぼ毎日の者は有意に少なかった。一方, ＜増
加／ 1 日 2 回以上群＞では, 2 月より前から調査時ある
いは期間中の食事づくりにかける時間や手間が増え

た, 料理を作る頻度が増えた者が有意に多かった。本研
究の対象者は, 食料品の購入や料理にある程度関わりが
ある者としたが, 調理の主担当者であるかは把握してい
ない。しかし, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞に調理主担当
者が多かった可能性がある。

 2 . 共食頻度と食態度との関連
＜増加／ 1 日 2 回以上群＞では, 2 月より前と比べて
調査時の方が, 家族や友人との食事をより重視する者,  
また調査時も重要であると思う者が多かった。この結果

から, 先行研究15, 16） と同様に, 共食と食態度には関係が
あり, 共食頻度を増やすためには, 共食の重要性を理解
する者を増やすことが重要であると考える。

また, 調査時に 1 日 2 回以上共食している＜増加／ 1 日  

表 5　食態度 （調査時）

小項目 カテゴリー

共食頻度

p全体
（n=197）

増加／1日2回以上群
（n=72）

変化なし／1日2回以上群
（n=81）

1日1回以下群
（n=44）

n（%） n（%） n（%） n（%）
私は健康的な食生活への関心や意識が人より高
い方だ

そう思う 107（54.3） 45（62.5） 42（51.9） 20（45.5） 0.171
そう思わない 90（45.7） 27（37.5） 39（48.1） 24（54.5）

食生活に関する情報に興味がある
そう思う 149（75.6） 61（84.7） 56（69.1） 32（72.7） 0.071
そう思わない 48（24.4） 11（15.3） 25（30.9） 12（27.3）

健康的な食生活を送ることよりも仕事や収入が
大切だ

そう思う 78（39.6） 22（30.6） * 32（39.5） 24（54.5）⁑ 0.041
そう思わない 119（60.4） 50（69.4）⁑ 49（60.5） 20（45.5） *

食生活で病気を予防するより,病気になったら
治療したり, 考えたりすればよいと思う

そう思う 45（22.8） 14（19.4） 18（22.2） 13（29.5） 0.447
そう思わない 152（77.2） 58（80.6） 63（77.8） 31（70.5）

食生活を第一に考えて暮らしたい
そう思う 110（55.8） 41（56.9） 42（51.9） 27（61.4） 0.576
そう思わない 87（44.2） 31（43.1） 39（48.1） 17（38.6）

栄養バランスが偏らないように気を付けている
そう思う 155（78.7） 59（81.9） 63（77.8） 33（75.0） 0.653
そう思わない 42（21.3） 13（18.1） 18（22.2） 11（25.0）

食生活に気を配る余裕がない
そう思う 84（42.6） 23（31.9） 41（50.6） 20（45.5） 0.060
そう思わない 113（57.4） 49（68.1） 40（49.4） 24（54.5）

栄養バランスを維持するための方法を知りたい
そう思う 167（84.8） 65（90.3） 67（82.7） 35（79.5） 0.236
そう思わない 30（15.2） 7（9.7） 14（17.3） 9（20.5）

自分が見聞きした食生活に関する情報を鵜呑み
にせず, 調べて判断するようにしている

そう思う 153（77.7） 56（77.8） 63（77.8） 34（77.3） 0.997
そう思わない 44（22.3） 16（22.2） 18（22.2） 10（22.7）

食生活よりも遊びや趣味が大切だ
そう思う 61（31.0） 15（20.8） * 26（32.1） 20（45.5）⁑ 0.019
そう思わない 136（69.0） 57（79.2）⁑ 55（67.9） 24（54.5） *

食生活のためにはある程度お金をかけてもよい
そう思う 138（70.1） 55（76.4） 51（63.0） 32（72.7） 0.177
そう思わない 59（29.9） 17（23.6） 30（37.0） 12（27.3）

家族や友人と一緒に食事をすることは重要だ
そう思う 181（91.9） 70（97.2）⁑ 74（91.4） 37（84.1） * 0.044
そう思わない 16（8.1） 2（2.8） * 7（8.6） 7（15.9）⁑

自分や身近な人に何か問題があるまで食生活の
心配をしない

そう思う 79（40.1） 26（36.1） 30（37.0） 23（52.3） 0.173
そう思わない 118（59.9） 46（63.9） 51（63.0） 21（47.7）

食品ロスを考えた食生活を送ることは重要だ
そう思う 169（85.8） 66（91.7） 68（84.0） 35（79.5） 0.160
そう思わない 28（14.2） 6（8.3） 13（16.0） 9（20.5）

食生活のためにはある程度時間を割くべきだ
そう思う 149（75.6） 61（84.7） 58（71.6） 30（68.2） 0.072
そう思わない 48（24.4） 11（15.3） 23（28.4） 14（31.8）

全てχ2検定
⁑＝調整済みの標準残差が1.96以上のセル
＊＝調整済みの標準残差が－1.96以下のセル
調査時とは, 2020年 7 月 1 日～ 3 日のこと。
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2 回以上群＞と＜変化なし／ 1 日 2 回以上群＞の 2 群の
うち, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞のみで望ましい食態度
の変化を問う 7 項目 で「前よりそう思うようになった」
と回答した者が多かった。一方, ＜変化なし／ 1 日 2 回
以上群＞では, 「食生活のためにはある程度お金をかけ
てもよい」で「前よりそう思わなくなった」と回答した

者が多かった。このように, ＜増加／ 1 日 2 回以上群＞
のみで食態度に改善傾向がみられことから, 食態度の変
化が共食頻度の増加に繋がっていた可能性がある。しか

し, 本研究は横断研究のため, 因果関係までは言及でき
ない。

 3 . 共食頻度と基本属性および社会経済的状況との関連
基本属性では対象者の性別において有意な群間差がみ

られ, ＜ 1 日 1 回以下群＞で男性が多かった。成人にお
ける年代別, 性別の共食状況を明らかにした先行研究17）

では, 20代～50代男性の共食頻度が低いことが示されて
いる。また, 食育に関する意識調査では, 男性は食育の
関心が女性より低いこと, 日頃から健全な食生活を実践
することを心掛けている者が少ないことが明らかとなっ

ている8）。さらに, 厚生労働省の調査では, 男性は女性
より就労時間が長いことが示されている18）。これらのこ

とから, 男性で共食頻度が 1 日 1 回以下の者が多かった
可能性がある。

表 6　食態度の変化 （ 2 月より前から調査時）

小項目 カテゴリー

共食頻度

p全体
（n=197）

増加／1日2回以上群
（n=72）

変化なし／1日2回以上群
（n=81）

1日1回以下群
（n=44）

n（%） n（%） n（%） n（%）

私は健康的な食生活への関心や意
識が人より高い方だ2）

前よりそう思うようになった 42（21.3） 19（26.4） 16（19.8） 7（15.9） 0.684
前よりそう思わなくなった 10（5.1） 3（4.2） 5（6.2） 2（4.5）
変化なし 145（73.6） 50（69.4） 60（74.1） 35（79.5）

食生活に関する情報に興味がある1）
前よりそう思うようになった 59（29.9） 31（43.1） ⁑ 20（24.7） 8（18.2）* 0.020
前よりそう思わなくなった 15（7.6） 4（5.6） 5（6.2） 6（13.6）
変化なし 123（62.4） 37（51.4） * 56（69.1） 30（68.2）

健康的な食生活を送ることよりも仕
事や収入が大切だ1）

前よりそう思うようになった 27（13.7） 10（13.9） 11（13.6） 6（13.6） 0.504
前よりそう思わなくなった 27（13.7） 14（19.4） 8（9.9） 5（11.4）
変化なし 143（72.6） 48（66.7） 62（76.5） 33（75.0）

食生活で病気を予防するより, 病気
になったら治療したり, 考えたりす
ればよいと思う1）

前よりそう思うようになった 21（10.7） 11（15.3） 6（7.4） 4（9.1） 0.012
前よりそう思わなくなった 46（23.4） 25（34.7） ⁑ 14（17.3） 7（15.9）
変化なし 130（66.0） 36（50.0） * 61（75.3） ⁑ 33（75.0）

食生活を第一に考えて暮らしたい2）
前よりそう思うようになった 47（23.9） 22（30.6） 14（17.3） 11（25.0） 0.093
前よりそう思わなくなった 12（6.1） 6（8.3） 2（2.5） 4（9.1）
変化なし 138（70.1） 44（61.1） 65（80.2） 29（65.9）

栄養バランスが偏らないように気を
付けている2）

前よりそう思うようになった 65（33.0） 32（44.4） ⁑ 24（29.6） 9（20.5）* 0.013
前よりそう思わなくなった 3（1.5） 1（1.4） 0（0.0） 2（4.5） ⁑
変化なし 129（65.5） 39（54.2） * 57（70.4） 33（75.0）

食生活に気を配る余裕がない1）
前よりそう思うようになった 16（8.1） 5（6.9） 8（9.9） 3（6.8） 0.461
前よりそう思わなくなった 35（17.8） 17（23.6） 10（12.3） 8（18.2）
変化なし 146（74.1） 50（69.4） 63（77.8） 33（75.0）

栄養バランスを維持するための方法
を知りたい2）

前よりそう思うようになった 71（3.6） 36（50.0） ⁑ 24（29.6） 11（25.0） 0.014
前よりそう思わなくなった 6（3.0） 1（1.4） 2（2.5） 3（6.8）
変化なし 120（60.9） 35（48.6） * 55（67.9） 30（68.2）

自分が見聞きした食生活に関する情
報を鵜呑みにせず, 調べて判断する
ようにしている2）

前よりそう思うようになった 55（27.9） 30（41.7） ⁑ 17（21.0） 8（18.2） 0.009
前よりそう思わなくなった 10（5.1） 1（1.4） 5（6.2） 4（9.1）
変化なし 132（67.0） 41（56.9） * 59（72.8） 32（72.7）

食生活よりも遊びや趣味が大切だ2）
前よりそう思うようになった 12（6.1） 2（2.8） 7（8.6） 3（6.8） 0.414
前よりそう思わなくなった 47（23.9） 21（29.2） 18（22.2） 8（18.2）
変化なし 138（70.1） 49（68.1） 56（69.1） 33（75.0）

食生活のためにはある程度お金をか
けてもよい1）

前よりそう思うようになった 55（27.9） 32（44.4） ⁑ 14（17.3） * 9（20.5） 0.001
前よりそう思わなくなった 14（7.1） 2（2.8） 10（12.3） ⁑ 2（4.5）
変化なし 128（65.0） 38（52.8） * 57（70.4） 33（75.0）

家族や友人と一緒に食事をすること
は重要だ2）

前よりそう思うようになった 74（37.6） 34（47.2） ⁑ 32（39.5） 8（18.2）* 0.016
前よりそう思わなくなった 7（3.6） 3（4.2） 2（2.5） 2（4.5）
変化なし 116（58.9） 35（48.6） * 47（58.0） 34（77.3）⁑

自分や身近な人に何か問題があるま
で食生活の心配をしない1）

前よりそう思うようになった 17（8.6） 7（9.7） 7（8.6） 3（6.8） 0.692
前よりそう思わなくなった 37（18.8） 17（23.6） 13（16.0） 7（15.9）
変化なし 143（72.6） 48（66.7） 61（75.3） 34（77.3）

食品ロスを考えた食生活を送ること
は重要だ2）

前よりそう思うようになった 58（29.4） 33（45.8） ⁑ 18（22.2） * 7（15.9）* 0.003
前よりそう思わなくなった 12（6.1） 3（4.2） 5（6.2） 4（9.1）
変化なし 127（64.5） 36（50.0） * 58（71.6） 33（75.0）

食生活のためにはある程度時間を割
くべきだ2）

前よりそう思うようになった 63（32.0） 30（41.7） 23（28.4） 10（22.7） 0.248
前よりそう思わなくなった 11（5.6） 3（4.2） 5（6.2） 3（6.8）
変化なし 123（62.4） 39（54.2） 53（65.4） 31（70.5）

1）χ2検定　2）Fisherの正確確率検定
⁑＝調整済みの標準残差が1.96以上のセル
＊＝調整済みの標準残差が－1.96以下のセル
2 月より前とは, 2020年 2 月より前のこと。
調査時とは, 2020年 7 月 1 日～ 3 日のこと。
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社会経済的状況では, 先行研究19） において, 暮らし向き
にゆとりがある者は, 共食頻度が高い, 家族と一緒の食事
が楽しい, 会話が弾む, 主観的健康感が高いことと関連が
あることが明らかとなっている。しかし, 本研究では「ゆ
とりがあった」, 「ゆとりがある」と回答した者は少なく, 経
済的な暮らし向きと共食頻度には有意な関連は認められ

なかった。なお, 期間中の仕事の状況で＜増加／ 1 日 2 回
以上群＞が「変わらず出勤していた」と回答した者が有

意に少なかったことから, 期間中の在宅時間の増加が共食
頻度の増加に関係していた可能性がある。

 4 . 本研究の限界
本研究にはいくつかの限界がある。まず, 調査会社に
登録しているパネルを対象に, インターネット調査を実
施した。そのため, 調査に協力するという積極的な対象
者に偏り, 標本誤差が生じている可能性や, 質問をよく
読まずに回答している者も含まれている可能性がある。

なお, 逆転項目を含む質問文に対して同一回答していたも
のは, 回答に不備がある可能性が高いとして事前に解析対
象者から除外した。次に, 横断研究であり, COVID-19 の
影響を受ける前（2020年 2 月より前）や緊急事態宣言期
間中（2020年 4 月から 5 月）の回答は回答者の記憶に依
存している点がある。さらに, 回答者に児童との続柄を
尋ねていないため, 児童と回答者の関係が不明なことが
挙げられる。そして, 調査項目の多くで COVID-19 の影
響による変化は把握しているが, 各時期の実態は把握で
きてない。そのため, 緊急事態宣言期間中から調査時ま
での共食頻度などの食行動の増減傾向は不明である。そ

のほか, 児童自身の調理への態度, 食への興味・関心, 学
年や習い事の状況など, 共食に関連する他の要因が十分
に考慮できなかったことが挙げられる。

 V . 結　語

特定警戒都道府県在住の児童がいる世帯において, 緊
急事態宣言期間中に共食頻度が増加し, 調査時に 1 日  
2 回以上共食していた者では, 食事作りにかける時間や
手間, 1 食あたりに作る品数が増えた者が多かった。ま
た, 食態度では, COVID-19 の影響を受ける前と比べて
調査時の方が家族や友人との食事を重要と考える者が増

え, 調査時でも重要であると思う者が多かった。その他
の食態度でも, 望ましい方向に意識が向上した者が多
かった。さらに社会経済的状況では, 期間中の仕事の状
況で, 変わらず出勤していた者が少なかった。
以上より, COVID-19 流行下において, 児童のいる世
帯の共食頻度の変化には, 家庭内の大人の食行動や食態
度, 仕事の状況などの家庭の状況が関連する可能性が示
唆された。
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